別記第１号様式（第５条関係）
年　　月　　日　

新潟県知事　　　　　　　　　　　様

申請者 　住所
氏名　　　　　　　　　　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　

新潟県次世代型太陽電池実証事業計画書


新潟県次世代型太陽電池実証支援事業補助金の交付を受けたいので、新潟県次世代型太陽電池実証支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて提出します。



関係書類
１　事業計画書（別紙１）
２　補助対象事業の経費配分書（別紙２）
３　申請者となる事業者等の概要票（別紙３）
４　法人の登記簿謄本（直近３カ月以内のもの）
５　新潟県の県税の未納がないことを証明する納税証明書（新潟県の県税の納税義務を有する者のみ、写し可）
６　その他知事が必要と認める書類


　　注）　複数事業者で共同申請する場合は、３から５の書類は全ての事業者分を提出すること。











別記第１号様式の別紙１
事　業　計　画　書
[bookmark: _Hlk192778731][bookmark: _Hlk192779468]

※ 枠の大きさは適宜広げて構いませんが、本様式で不足する場合等は、別紙（任意様式）として追加してください。


１　実証事業の目的
	※ 解決を目指す豪雪地帯での課題等を記載してください。








２　実証事業の内容等
	※ 事業内容を実証事業の目的ごとに、実施する施設と内容が明確になるよう具体的に記載してください（使用するモジュールの製造事業者、種類、発電規模、設置枚数、施工方法、発電した電力の活用方法等を含めてください）。
※ 補助対象事業の範囲が明確になるように記載してください。






















３　実証事業の実施場所
	
	施設名称
	

	住所
	

	所有者
（管理者）
	


※ 施設が複数ある場合は適宜行を追加してください。
※ 実証事業を行う施設・場所等の写真又は図面（次世代型太陽電池の設置位置が分かるもの）を添付してください。




４　実施体制
	※ 実証事業の実施体制を図等により分かりやすく記載してください。
※ 提案者のみでなく、事業に関わる者については、役割も含めて記載してください。
※ 各事業者の本社所在地（都道府県）を付記してください。
※ 使用する次世代型太陽電池のモジュールの製造事業者との関係も記載してください。










５　実証事業スケジュール
	※ 実証事業に係るスケジュールについて、実施内容（設備設置に向けた検討や手続き、設備の設置工事、発電量等のデータ取得、取得したデータの解析 など）及び実施時期を具体的に記載してください。
※  補助対象事業の範囲を明確にしてください。












６　その他
	※ 以下の事項等について記載してください。
・使用する次世代型太陽電池に係る商用化や事業展開等のスケジュール
・県民や事業者への次世代型太陽電池の有効性等をPRする方法













別記第１号様式の別紙２

補助対象事業の経費配分書

単位：円
	経費区分
	補助対象事業に
要する全ての経費
	左欄の経費のうち補助対象経費
	補助金所要額
	備　考

	設計費
	
	
	
	

	設備費
	
	
	
	

	工事費
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



※ 実証事業のうち補助対象事業に係る経費について記載してください。
※ 別途、積算内訳書や見積書（写し）等を添付してください


別記第１号様式の別紙３

申請者となる事業者等の概要票

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	本社所在地
	〒


	設立年月
	西暦　　　 　年　　　　月
	電話番号
	

	資本金の額
	百万円　
	主取引銀行
	

	従業員数
(前期末　/　期)
	人
	事業規模
(売上)
	　　　　　　　　　　百万円

	企業の区分
(右記のいずれかにチェック)
	·  大企業　        　　□　中小企業　      　□　その他法人

	事業内容
	

	企業等の沿革
	

	担当者
	部署
	

	
	氏名
	

	
	連絡先
	TEL：　　　　　　　　　　　　　　
	E-mail：


※ 複数事業者で共同申請する場合は、全ての事業者について本票を提出すること
